国公｢給与改定及び臨時特例法案｣が可決､成立－2/29

　民主、自民および公明の三党が共同提案した「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案」について、同法案が22日に国会に提出されるとともに、同法律案の修正案が自公２党の共同提案で提出され、23日午前中の衆議院総務委員会の審議を経て、同日12時30分から開催された衆議院本会議において起立多数で通過した。その後、参議院に送付され、15時からの参議院総務委員会で趣旨説明が行われた後、28日10時からの同委員会での質疑、採決を経て、本日参議院本会議で可決・成立した。

28日の参議院総務委員会では、江崎孝議員が質疑に立ち、国家公務員の給与引下げに伴う地方公務員給与及び自治体財政への政府の姿勢を質し、総務大臣から①総務省から各地方公共団体に対して、国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや強制することは考えていないこと、②地方財政計画の策定にあたり、臨時特例法に定める給与削減措置と同様の措置が一律に実施されることを前提とした給与関係経費を計上することは考えておらず、義務教育費国庫負担金の取扱いを含めて、必要な地方交付税総額を確保していくこと、などの回答を引き出した。

本日、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」が成立したことにより、本年４月から国家公務員給与は平均7.8％削減され、東日本大震災の復旧・復興のための財源として活用されることとなる。公務労協は、19日の第59回公務員制度改革対策本部会議で確認した声明（自治労情報2012第0034号参照）に基づき、「国家公務員制度改革関連四法案」の今国会における成立、「地方公務員の労働関係に関する法律案」等の早期国会提出と成立に向け、連合とともに組織の総力を挙げて取り組んでいくこととしている。

なお、本日の臨時特例法の成立を受け、別紙の総務大臣談話が出された。
※次ページに総務大臣談話があります

（別紙）

総　務　大　臣　談　話

平成２４年２月２９日

１　本日、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律が議員立法によって成立しました。この法律は、昨年９月の人事院勧告に鑑み、国家公務員の給与の改定を行うとともに、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、一層の歳出削減が不可欠であることから、国家公務員の人件費を削減するため、国家公務員の給与について臨時の特例措置を定めたものです。

２　政府としても、昨年６月、国家公務員の給与の臨時特例に関する法律案を提出したところでありますが、本日成立した法律は、給与の臨時特例措置について、政府案の考え方を踏襲していただいたものと承知しています。

３　国家公務員の諸君が震災からの復興を始めとした職務に日夜精励していることは高く評価しています。しかしながら、これまでも内閣総理大臣及び内閣官房長官の談話で述べられているように、今回の措置は、未曽有の国難に対処するためのやむを得ないものであります。国家公務員の諸君には、このような事情を理解いただき、日本を再生していくため、引き続き、専門家として持てる力を最大限に発揮し、職務に全力で取り組むことで、より一層国民の信頼を勝ち得るようお願いします。
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